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1．内航海運におけるCO2排出量と削減目標

2．内航カーボンニュートラルに向けた取組

3．その他の取組



我が国のCO2削減目標に対する進捗

2（出展）2021 年度における地球温暖化対策計画の進捗状況（令和5年6月公表）



内航海運におけるCO2排出量
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●自動車以外

¸2021 年度における日本のCO2排出量（10 億6,400 万トン）のうち、運輸部門からの排出量は1億
8,500 万トン（17 .4％）

¸ からの排出量は、 5.5% を占め、 0.95 %



内航海運におけるCO2排出削減目標
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¸令和3年10月に改訂された地球温暖化対策計画において、内航海運の2030年度のCO2排出
削減目標を2013年度比で181万トンと設定。

¸ 2030年度の目標の達成に向けて取り組むとともに、我が国の2050年カーボンニュートラル実
現に貢献していくことが求められている。

我が国の2050年カーボン
ニュートラル実現に向けて
取組を進めることが必要
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1．内航海運におけるCO2排出量と削減目標

2．内航カーボンニュートラルに向けた取組

3．その他の取組



V更なる省エネを追求した船舶の
開発・普及

Vバイオ燃料の活用等の
省エネ・省CO2の取組

V荷主等に省エネ船の選択を促す
燃費性能の見える化の
更なる活用を促進

¸地球温暖化対策計画に掲げられた2030 CO2 に向けて、更なる省エネを
追求していく

¸我が国の2050 に向けて、先進的な取組を推進

２０５０年に向けた先進的な取組

V LNG燃料船、水素FC※船、バッテリー船等
の実証・導入

V水素燃料船、アンモニア燃料船の
開発・実証

２０３０年度目標達成のための更なる省エネの取組

βFuel Cell（燃料電池）

水素FC船の開発・実証事業イメージ

岩谷産業（株）提供

β荷主・オペレーター等と連携し、省エネ設備や運航支援技術等を活用して、当該船舶の使
途や運航形態に応じて効率的な運航・省エネを追求する船舶

更なる省エネを追求した船舶イメージ
(連携型省エネ船※)

内航海運分野の地球温暖化対策の取組
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海運分野におけるカーボンニュートラル実現に向けて、

¸ 比較的大型の船舶については、LNG、アンモニア、水素等のガス燃料の普及が期待される。

¸ 小型の船舶については、バッテリーや水素FCを用いた電気推進の普及が期待される。

¸ 中型の船舶については、当面はバッテリーに発電機を組み合わせたハイブリッド船の普及が期待される。また、バッテ
リーや水素FCについても技術進展・コストダウンによる適用拡大が期待される。

船舶の新燃料等の適用

7注）給電や燃料補給施設等のインフラや経済合理性等の条件も実際の適用可能性に大きく影響

将来的に合成
燃料、バイオ燃
料等のグリーン
燃料を活用す
ることによりゼ
ロエミッション化

新造年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 ～2030年 ～2040年 ～2050年

水素燃料船

アンモニア燃料船

LNG/メタノール燃料船

バッテリー船

ẑ

水素FC船

※：船種、
航路等によ
り適用可
能性は大き
く異なる

一部の航路で導入済
（環境省補助事業等）

一部の航路で導入済

（GI基金）

水素舶用エンジン等 研究開発 実証運航（2027～）

アンモニア舶用エンジン等 研究開発 実証運航（2026～）

小
型
船

大
型
船

ハイブリッド船（連携型省エネ船）

出典：岩谷産業・HP

出典：旭タンカー
主として
内航船

主として
外航船

出典：岩谷産業

出典：商船三井

（GI基金）



代替燃料の活用等に係る取組事例

¸ 世界初の水素・軽油混焼エンジンに
よる小型旅客船が2021 年に就航

¸ 世界初の水素専焼エンジン（電気
推進用発電機）によるタンカー等を
開発中（2026 年に実証開始予
定）

LNG

¸ 日本初のLNG燃料貨物船が2020
年に就航 【環境省エネ特補助】

¸ 日本初のLNG燃料フェリーが2023 年
に就航 【

¸ 日本初のリチウムイオン電池を搭載した内航貨物船が2019 年
に就航【

¸ 日本初のフルバッテリー推進小型旅客船が2019 年に就航

¸ 世界初のフルバッテリー推進タンカーが2022 年に就航 【海上
運送法に基づく先進船舶導入等計画に認定】

出典：商船三井・HP

出典：旭タンカー・HP

¸ 国土交通省の「水素燃料電池船の安全ガイドライン」に準拠し
た船舶として、プレジャーボートによる実証試験を2021 年に実施

¸ 水素燃料電池、バッテリー、バイオディーゼルからモードを選択可
能なハイブリッド型の内航旅客船を建造中(2024 年に就航予
定) 【NEDO事業等】

¸ 2025 年大阪・関西万博にて運航するべく、水素燃料電池によ
る内航旅客船を建造中【NEDO事業等】

出典：ツネイシクラフト・HP

フルバッテリー小型旅客船
「e-Oshima 」

フルバッテリー推進タンカー
「あさひ」

出典：商船三井内航・HP

LNG燃料フェリー
「さんふらわあくれない」

LNG燃料貨物船
「いせみらい」 水素・軽油混焼小型旅客船

「ハイドロびんご」

出典：大島造船所・HP

出典：商船三井テクノトレード・HP

水素FC旅客船ハイブリッド旅客船

出典：ヤンマー・HP

水素FC実証試験船

出典：NSユナイテッド運・HP

バッテリー搭載内航貨物船
「うたしま」

岩谷産業（株）提供
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¸ 日本初のメタノール燃料内航タンカーを建造
中（2024 年に就航予定）

¸ 就航船でバイオ燃料を使用した実証試験を
実施

¸ LNG燃料タグボートをアンモニア燃料タグボー
トに改造中（2024 年に就航予定）



CO2削減目標の達成に向けた取組

2030年に向けた更なる省エネの追求 2050年に向けた先進的な取組
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ü 2030 ṇ ṇ וֹ ḭ Ḯ

ü ḭ ệ פּ ︡ ḭ ḭ Ỉ פּ



連携型省エネ船の普及に向けた取組①

¸ 連携型省エネ船は、荷主・オペレーター・船主・造船事業者等が連携し、航海・離着桟・停泊・荷役等の船の運航全体で、省エネ・
省CO2に取り組む船舶

¸ 5ṕ2023Ṗ 3 ḭ ḱ
︡ Ḳ ḭ ṇḭ ḭRoRo ḭ ṇḭ

¸ 2030 CO2 ︣ ḭ צּ
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ṕCO2 Ḳ 20ṾṌṖ ṕCO2 Ḳ 20ṾṌṖ

運航効率改善
（約8％削減）

ḱ ṇ ṇ
ḱ ṇ
ḱ

停泊時・荷役時

ḱ
ḱ

離着桟時間短縮

ḱ
ḱ
ḱ Ḳ

ḱ

推進効率改善・抵抗低減
（約13％削減）

ḱ
ḱ ḭ
ḱ
ḱ
ḱ
ḱCFD

運航効率改善
（約5％削減）

ḱ ṇ ṇ
ḱ ṇ
ḱ

停泊時・荷役時

ḱ
ḱ

ḱ
ḱ
ḱ
ḱ Ḳ

推進効率改善・抵抗低減（約15％削減）

ḱ
ḱ ḭ
ḱ
ḱ
ḱ
ḱ
ḱCFD

離着桟時間短縮



749GT ṕCO2 Ḳ 20ṾṌṖ RoRo ṕCO2 Ḳ 20ṾṌṖ

ṕCO2 Ḳ 20ṾṌṖ ṕCO2 Ḳ 18ṾṌṖ

連携型省エネ船の普及に向けた取組②
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運航効率改善
（約5％削減）

ḱ ṇ ṇ
ḱ ṇ

停泊時・荷役時

ḱ
ḱ

離着桟時間短縮

ḱ

推進効率改善・抵抗低減（約16％削減）

ḱ
ḱ
ḱ
ḱ

運航効率改善

ḱ ṇ ṇ
ḱ ṇ
ḱ

停泊時（約4％削減）

ḱ ṇ
ḱ

離着桟時間短縮

ḱ
ḱ
ḱ

推進効率改善
（約6％削減）

ḱ
ḱ
ḱ
ḱ

抵抗低減（約9％削減）

ḱ Ḳ ḱ
ḱ /CFD
ḱ ḭ

荷役効率改善

ḱԈԃԝ֣Ԃԏ֩ԋ֪
ḱ slope

ḱ
ḱ
ḱ

運航効率改善

ḱ ṇ ṇ
ḱ ṇ
ḱ

停泊時

ḱ ṇ
ḱ

ḱ
ḱ
ḱ

推進効率改善
（約12％削減）

ḱ
ḱ1 1
ḱ
ḱ
ḱ

抵抗低減（約8％削減）

ḱ Ḳ ḱ ḱ
/CFD

ḱ ḭ

荷役効率改善

ḱԈԃԝ֣Ԃԏ֩ԋ֪
ḱ slope

ḱ2

停泊時（約5％削減）

ḱ ḱ
ṕ Ṗ

推進効率改善

ḱ
ḱ1 1
ḱ 5
ḱ

抵抗低減（約7％削減）

ḱ ḱ
ḱ ḱ
ḱCFD

離着桟時間短縮 離着桟時間短縮

ḱ
ḱ ṇ

補機効率改善

ḱ



省エネ・省CO2船の補助制度

ṕ Ṗ

LNG ṕ Ṗ

CO2 ṕ Ṗ

○補助対象事業者：内航海運事業者等 ○補助率：１／２以内※

○採択予定件数：数件程度

• を対象に、①省エネ船型、高効率プロペラ、荷役効率化設備、高効率
エンジン等の と②運航計画・配船計画・荷役の最適化等を可能とす
る の導入※による の実証を支援（

）。また、 を目指す実証も支援。

• LNG を使用したエンジン及び燃料供給装置等の推進システム
並びに CO2 の導入によるCO2 を支援。

○補助対象事業者：海運事業者等 ○補助率：１／４以内（中小型船の場合１／２以内）※

○採択予定件数：数件程度 ※ 補助額の上限は１億円/ 年（事業額：４億円（中小型船の場合２億円））

• CO2 による省CO2効果の実証を支援。

○補助対象事業者：内航海運事業者、団体、大学、研究機関等 ○補助率：１／２以内※

○採択予定件数：数件程度 ※ 補助額の上限は2.5 億円/ 年（事業額：５億円）

省エネ船型 高効率舵

※ 補助額の上限は５億円/ 年（事業額：１０億円）

P
エンジン 燃料供給装置

ゲートラダーÚ
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事業公募中（令和６年３月28日（木）～ 令和６年４月17日（水））



ＪＲＴＴ共有建造制度の負担軽減策
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政策要件 金利軽減

先進二酸化炭素低減化船

船型等の改善によるCO2低減率が16 ％以上で
あることを、水槽試験により確認した船舶 ▲0.3 ％

政策要件 金利軽減

先進二酸化炭素低減化船

船型等の改善、離着桟・停泊・荷役に関係する
技術その他の運航に関係する省エネ技術の合計
のCO2低減率が18％以上であることを、水槽試
験や技術データ等により確認した船舶

▲0.3 ％

¸ JRTT טּ ṡ Ṣ ךּ ḭCO2
16Ṿּפ 18Ṿ ︡ḭ 離着桟・停泊・荷役時における技術その他の省エネ技術を合算できるように変
更ṕ ẑ ṖḮ

Ḳ15Ṿ

・船型改良、省エネフィン等
※曳航・回流による水槽試験やCFD等の技術

データにより速力を算出
※船型等の改善は水槽試験等で省エネ効果を

確認できるものとする。

Ḳ1Ṿ

・蓄電池搭載
・ハッチカバーの電動化等

Ḳ1Ṿ

・離着桟時に360 度方向に移動でき
るスラスタ（ポンプジェット）

・係船機器の電動化等

＜改正後のCO2低減率のカウントの例＞

・低摩擦塗料 等

Ḳ1Ṿ

船型等15％＋離着桟1％＋停泊・荷役1％＋その他の運航技術1％＝18％

【現行】 【改正後】

これまでは船型等だけで16％ これからはトータルで18％

※連携型省エネ船･･･荷主・オペレーター・船主・造船事業者等が連携し、航海・離着桟・停泊・荷役等の船の運航全体で、省エネ・省CO2
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内航船省エネ格付制度の認定実績

ü ︡ 2 3 ḭ172 ︡ וֹ Ḯ

ü כֿ לּ ḭ138 ︡ ḭ ḱ CO2 צּ ךּ ︡ ḭ ṕ5
Ṗ Ḯ

ü וֹ ︡ פּ Ḯ

ḭ פּ ︢ ḭ ể Ṍệ Ḯ
ḭףּ ︢ צּ Ḯ

β EEDIḲ 1 ể CO2 ךּ
Ḳ ︡ ךּ EEDI קּ ךּ לּ
Ḳ צּ ךּ ךּ כֿ קּ

0%
0%

5

5%

10

10%

15%

15%

20%
20%

EEDI ⇔

⇔

⇔

β

ṥ Ṧ



船舶におけるバイオ燃料取り扱いガイドライン

目的
ü バイオ燃料は、現在使用しているエンジンをそのまま又は小規模な改造を行うことで使用可能であるため、既存船の
ＣＯ２削減対策の候補として期待。

ü 内航カーボンニュートラルの実現のため、海運事業者をはじめとする関係者が、バイオ燃料を安心して利用できるよう、
令和４年度から令和５年度にかけて必要な調査を行い、「船舶におけるバイオ燃料取扱いガイドライン」を策定・更新。

令和５年度の主な調査内容

下線：令和５年度改定版で追記した箇所
令和４年度の実施内容

V バイオ燃料の概要及び品質・規格、舶用燃料として使用した場合の
課題を海上実証（FAMEとの混合油）及び陸上試験で技術的に検証

V 上記調査結果を踏まえ、ガイドラインを策定

ガイドラインの構成

１章 バイオ燃料の種類

・船舶向けに利用可能なバイオ燃料の種類及び概要

２章 バイオ燃料使用にあたって参考となる
燃料品質基準・規格

・舶用バイオ燃料の品質基準・規格

３章 舶用バイオ燃料使用に向けた準備・対応

ה ─ ה
ה ה
fi☺fi◄ה ⌐⅔↑╢ ה
─☺♇ꜝ☻ה

付録１ 陸上・実船試験結果の概要
（酸化劣化や混合安定性等の陸上試験結果及びSVOでの
船上試験結果を追記）

付録２ 舶用燃料油関係用語の解説

付録３ バイオ燃料の規格に関する参考情報

付録４ バイオ燃料の船舶への供給に係る

（陸上側から船舶側へのバイオ燃料供給や混合する際に係る
規制を記載）

V 国内初の取組みとして、SVOとの混合油で海上実証を実施
内航船３隻において、SVO混合油（B10、B24）による実証を実施

V バイオ燃料の酸化安定性試験を実施

V 異なるバイオ燃料を継ぎ足した場合の混合安定性試験を実施

試験後に開放検査を実施し、問題は確認されなかった。

（第一鐡鉄丸） （祥暉丸） （海青丸）

500-1000h位から酸化劣化が進む場合がある（例：高温状態のFAME）ため、適量の酸
化防止剤が入ったバイオ燃料の使用が推奨

（バイオ燃料の解説を充実）

主要な規制

継ぎ足しにおける影響を確認するため、異なるバイオ燃料をLSC重油に混合し、それら同
士を更に混合したもので混合安定性試験を行った結果、いずれの場合においても、安定
性の悪化は確認されなかった。

V 上記調査結果を踏まえ、ガイドラインを更新 15



ゼロエミッション燃料のバンカリングガイドライン
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ü ḱ אל ךּ ךּ ḭ צּ Ḯ

ü ḱ פּ וֹ ḭ ︢
ḱ וֹ Ḯ

ü 2024 ︡ḭ2025
Ḯ

Ship to Ship （係留中） Ship to Ship （錨泊中） Shore to Ship Truck to Ship

V ḭ ḱ ḭ ךּ
︡ḭ Ḯ

V ḱ ṇ קּ ḭ ︡
ךּ︣ ︣Ḯ

NH3
NH3



内航変革促進技術開発補助制度 （2.35億円（令和6年度））

ü 内航事業者が、DXやGXといった社会変容や船員の高齢化といった内航の諸課題に対応しつつ、物流革新や洋上風
力産業への参画といった新たな社会ニーズに貢献していくことが必要。

ü 必要な技術開発・実証事業への支援を通じて、内航分野に新技術の導入を図り、内航海運の生産性向上や船員の
働き方改革等の推進を図るとともに、もって今後の社会変容に対応できる、強い内航への変革を促進する。

事業の目的事業の目的

強い内航への変革を促進する技術開発・実証事業を支援
→内航の課題を解決し、且つ社会ニーズに対応する技術開発及び実証に要する費用を補助（１／２以内）

内航海運の課題

ḱ

ḱ ṕ DXḱGXṖ

ḱ ṕ Ṗ

社会ニーズ

ḱ

事業内容事業内容

補助対象の事業例補助対象の事業例

（バッテリー船の実証）

（荷役作業の効率化）

É 船員の労働負担が大きい荷役作業の自動
化等の物流DXに関する技術開発

É 洋上風力に安全かつ効率的に人員を移送
する船舶等の洋上風力関連の技術開発

É 船舶の脱炭素化や更なる省エネ等の物流
GXに関する技術開発

（洋上風力発電関連船舶の実証）

事業内容事業内容

補助対象補助対象

ḱ ḱ קּ ḱ

事業公募中（令和６年２月29日（木）～ 令和６年４月８日（月））

17



海運関係データ連携ビジネスのスタートアップ支援（SBIR制度） （4.7億円（3年間））

18

¸ נּ ḭ DX ︡ḭ ṇ ḭ
ḭ קּ ṇ צּ Ḯ

¸ ḭ צּ אל ḭ ḱ צּ ︡ כֿשּךּ פּ ḭֿכ
ḱ ︡ ךּ Ṅ ṇ ︡ ṇ ︡ḭ

ṇ ︣ כֿ צּ Ḯ

¸ ḭ ṇ ︡ DX ︣ כֿ ḭ ḭ ḭ
ḭ ṇ צּ Ḯ

כֿ¸ ḭ DX וֹ ṇ ︢ ṇ
︣ Ḯ

【開発内容の例・イメージ】

・船陸間の情報共有、
業務効率化

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

・複数データの迅速
な取込み

・気象データを活用した
最適航路計画

・燃料消費量・CO2排出
量をリアルタイム確認

・船のカメラとの連携
による船内業務の
支援

・多くの者が容易に
導入できるよう汎
用性強化

ṕ Ṗ

・機器データの
収集・分析、
予防保全
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船舶関連機器のサプライチェーン強靱化事業

Ṇ ḭ צּ 99.6% נּ ףּ ḭ ḱ
Ḯ

Ṇ ︣ לּ ףּ צּ ︡ ךּ ךּ ḭ ṇ ︡ḭ
כֿ צּ Ḯ

ḱ

Ṇ ṕ ḭ ṇ Ṗ ︡ḭ
︣ ṕ ể/ễṖ

ḱ ḱ ḱ צּ

①ガス燃料の普及に対応した船舶用機関（エンジン）及びその部品（ク
ランクシャフト）の国内生産基盤強化のための安定生産体制構築

船舶の動力等を生み出すエンジンのボトルネック工程（性能試験）に
係る設備の導入等を支援することで、国内生産基盤を強化する（２ス
トロークは2025年まで、４ストロークは2026年まで）。
２ストロークのエンジンに用いられるクランクシャフトのボトルネック工
程（鍛造・加工）に係る自動化設備の導入等を支援することで、国内
生産基盤を2026年までに強化する。

②航海用具（ソナー）の国内
生産基盤強化のための
安定生産体制構築

船舶の航行の安全確保

に用いられるソナーのボ
トルネック（原材料）に係
る設備の導入等を支援
することで、国内生産基
盤を2027年までに強化す
る。

③推進器（プロペラ）の国内生
産基盤強化のための安定
生産体制構築

船舶の主たる推進力を生み

だすプロペラのボトルネック
工程（鋳造・加工）に係る自
動化設備の導入等を支援
することで、国内生産基盤
を2027年までに強化する。



20

バーチャル・エンジニアリング技術の開発・実証支援

Ẇ ḭ ︣ ṇ ṇ צּ
Ẇ ḭ ḭךּ ḱ אל ︡ שּךּ
Ẇ צּ ḭ Ṅ אל︡ ︡
ἲ ḭ ךּ ḭ שּ ︣ כֿ צּ קּ צּ

ḱ

ךּ שּ ︣
︡ ḭ ṇ

ṇ ḱ ︣
ḭ

︡ḭ צּ ︣

ṥ Ṧ ḱ

ṥ Ṧ 1/2

ṥ ṇ ḱ ṇ Ṧ

ṇ ḱ

ḱ ḱ ḱ

開発した技術と人材教育の方法を
業界全体に普及
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1．内航海運におけるCO2排出量と削減目標

2．内航カーボンニュートラルに向けた取組

3．その他の取組



「カーボンニュートラルポート(CNP)」の形成のイメージ

カーボンニュートラルポート（CNP）の形成

○サプライチェーン全体の脱炭素化に取り組む荷主等のニーズに対応し、脱炭素化に配慮した

港湾機能の高度化を図ることにより、荷主や船社から選ばれる競争力のある港湾を形成する。

○また、温室効果ガスの排出量が多い産業等が多く集積する港湾・臨海部において、水素・アン

モニア等の受入環境の整備を図ることにより、産業の構造転換及び競争力の強化に貢献する。

○これらにより、我が国が目標とする2050年カーボンニュートラルの実現に貢献する。

世界的なサプライチェーン全体の脱炭
素化の要請に対応して、港湾施設の脱
炭素化等への取組を進めることで、荷
主や船社から選ばれる、競争力のある
港湾を形成

産業のエネルギー転換に必要となる水
素やアンモニア等の供給に必要な環
境整備を行うことで、港湾・臨海部の産
業構造の転換及び競争力の強化に貢
献

荷主や船社から選ばれる

競争力のある港湾を形成

産業の構造転換及び競争力強化

への貢献

22



POWER SUPPLY

SYSTEM
6.6kV AC 60Hz

SHORE POWER

産業の構造転換及び競争力強化への貢献

海外における水素・
アンモニア等の製造

海
上
輸
送 我が国港湾にて荷役・貯蔵

出典： 国際エネルギー機関（ＩＥＡ）

配
送

ロ
ー
リ
ー
・

パ
イ
プ
ラ
イ
ン
等

港湾・臨海部立地産業が利用

荷主や船社から選ばれる

競争力のある港湾を形成

・港湾は輸出入貨物の99%以上が経由する国際ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの拠点

・サプライチェーン全体の脱炭素化に取り組む荷主等のニーズへ

の対応が求められている。

脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化を図ることにより、

荷主や船社から選ばれる競争力のある港湾を形成

取組の例

ＬＮＧバンカリングのイメージ

LNG燃料供給船
LNG燃料船

出典： セントラルＬＮＧマリンフューエル

・港湾・臨海部にはCO2排出量の約6割を占

める産業の多くが集積。

・これら産業のエネルギー転換への対応が

求められている。

（例：碧南火力発電所における
アンモニア混焼実証）

港湾のコンテナターミナルにおける脱炭素化の取組状況を
客観的に評価するCNP認証を創設

停泊中船舶への
陸上電力供給

船舶への
低・脱炭素燃料の供給

荷役機械の
低・脱炭素化

出典:三井E&S HP

水素燃料電池搭載型RTG

出典：国立環境研究所HP
資料より、港湾局作成

化学工業
(石油石炭製品を含む)0.6 億トン（5.4% ）

その他
4.5 億トン

（42.5% ）

発電所・
製油所等
4.3 億トン
（40.4% ）

鉄鋼
1.2 億トン

（11.7% ）

CO2排出量
（電気・熱配分前）
（2021年度確報値、

2023.04.21公表）

10.6

水素・アンモニア等の受入環境の

整備を図ることにより、産業の構

造転換及び競争力の強化に貢献

形成に向けた取組の例

取組の例
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洋上風力発電の導入目標

ü ṡ Ṣṕ2020 ḭ Ṗ ךּףּ ḭ ︡ 2030 10 GWḭ2040
30Ṍ45 GW ḭ ︡ 2040 60Ṿ Ḯ

第４回GX実現に向けた専門家ワーキンググループ（2023年11月16日）より抜粋
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第9回産業構造審議会グリーンイノベーションプロジェクト部会
グリーン電力の普及促進等分野ワーキンググループ （2024年2月27日）資料3より抜粋

26



作業員・物資の移送

¸作業員の移送のために用い
られるCTV（Crew Transfer 

Vessel）は、通常の通船と同
様の小型船を使用。

¸離岸距離がある海域に多数
の風車が存在する欧州では
維持管理専用船の需要が発
生。同船は工事にも使用。

洋上風力発電施設の設置等に用いる船舶等

¸ これまで我が国においては外洋での工事の実績が多くなかったが、洋上風車の設置工事等の需要に応じて、専用船の需
要が新たに発生。

¸ 他方で、海底地形や底質の調査や、電力・通信ケーブルの敷設、作業員・物資の輸送など、科学調査や国際通信ケーブル
の敷設等に用いられてきた船舶を活用可能である分野も一部存在。

海底地形・地盤調査
基礎・風車の
設置工事

電力・通信ケーブル
敷設工事

維持管理

海底地形・底質の調査

¸調査船は我が国に複数存在

¸浅海域であれば小型船で海
底地形・底質の調査を実施
可能

海洋エンジニアリング
「第一開洋丸」

海底地盤の調査

¸着床式の基礎工事のための
地盤調査には櫓付の船舶が
必要

¸オフショア支援船の改造等に
より対応可能な場合も存在

着床式の設置工事

¸現在、国内のSEP船は、２隻
（非自航式１隻、自航式１隻）
存在。追加で３隻新造（非自
航式２隻、自航式１隻）、２隻
転籍（自航式）される予定。

¸今後、海外の船舶の船籍変
更や新造により増加見込み。

浮体式の設置工事

¸曳船や起重機船を使用。

¸国内に利用可能な船舶が多
数存在するが、運用限界気
海象の制限は厳しい。

清水建設のSEP船（建造中）

ケーブル敷設

¸電力ケーブルの敷設のため
には、回転式のケーブルタン
クを有する敷設船が必要

¸我が国には、非自航のバー
ジと通信ケーブル敷設用型、
電力・通信ケーブル両用型
の自航式ケーブル敷設船が
それぞれ存在。

欧州のSOV

（Service Operation Vessel ）

深田サルヴェージ建設
Poseidon 1

基礎・風車の輸送

基礎・風車の輸送

¸大型重量物である風車の基
礎構造物、ブレード等は、大
型台船が利用される。

¸今後は、十分な長さと耐荷重
を有する貨物スペースと、大
型のクレーンを搭載した重量
物運搬船の需要も見込まれ
る。

寄神建設 「神-25000и」

NYKの重量物運搬船（建造中）

╖╠™
⅜ ⇔√

日本サルヴェージ「開洋」

国際ケーブル
シップ
「KDDIケーブル
インフィニティ」

国際ケーブル
シップ
「KDDIオー
シャンリンク」
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